

















































































































































































































































































































































































? ? ? ?
対等なサブ 協力的なサ 対等なサブ 協力的なサ
ライヤー プライヤー ライヤー プライヤー
（企業数：48） （企業数：46） （企業数：48） （企業数：45）
一般的な特徴
・年売上 4．28億ドル 3．73億ドル 14億ドル 9．3億ドル
・組立メーカーへの販売率 33．5％ 33．9％ 18．9％ 60％
関係特殊資産
・工場と距離 589miles125miles125miles 41miles
・配置転換が不可能な資本設備の割合 15．4％ 13．2％ 13．2％ 30．6％
・対面契約の年日数／人 1169 3181 3181 7270
。ゲスト・エソジニアの数 45 2．3 2．3 7．2
情報共有／アシスタソス
・サブライヤーの共有する機密情報の 3．1 3．3 5．3 6．2
度合＊
・サプライヤーの共有する詳細なコス 4．5 4．3 4．3 5．9
ト・データの度合＊
・組立メーカーがサプライヤーにコス 2．1 1．9 2．6 4．2
ト削減のためにアシストする度合＊
・組立メーカーがサブライヤーの品質 2．9 3．1 3．0 、　　　4．4
向上にアシストする度合＊
信頼／契約
・サプライヤーが組立メーカーに対し 4．2 4．7 6．0 6．3
てフェアーな関係として信頼できる
度合＊
・組立メーカーが変わると，アンフェ 4．2 3．6 L6 1．6
アーな扱いが予想される度合＊






















































































































































































































ト　ヨ　　タ 日　　　産 三　　　菱 ホ　ン　ダ マ　ツ　ダ
94年4月，購買企画部内世界中の部品・資材情報を 部品在庫の大幅圧縮を行う 部品の形状・品質・強度と 世界最適制度の原則を反映
に部品メーカー支援組織 探索できるコソピュータシ ためのコソビュータシステ いったスベックのほとんど させ，海外調達比率を? 「改善推進室」を設置した。 ステムを構築。95年度中 ムを整備し，出荷状況を細 を公表し，競争入札で部品 30％に設定した。専用組?
製造コストの削滅や物流効 にも完成する。グローバル かく把握する。 メーカーを決定する方式を 織として95年6月にも海外??
率化対策など総合的な原価 ブラソの具体的な取り組み 95年には92年比で60％の採用する。 調達推進委員会を設置す
の 低減対策を講じる。 として，部品メーカーの評 在庫率とする。95年6月世界四極体制を睨み，国際 る。購買・開発・生産管理
た タイ生産の小型トラックで 価基準を名文化し，評価・ に海外調達本部を新設し 稠達会議を開いて，部品の ・経営企画部門の貴任者が?
日産・いすyと鋳・鍛造品 選別リストを作成した。 た。 調達を検討している。国内 参加し，海外調達を阻害し? を相互供給する。 タイの相互供給プロジェク 世界8ヶ所の生産拠点で 工場などで実行に移したコ ている要因を一つずつ取り
ツ トヨタはシリンダープロッ トではシリンダーヘッドを 購買ネットワークを構築。 ストダウン施策を，即座に 除く。シート生産で入札方?
ク担当。 担当。 部品場号を統一し，3年ほ 海外生産拠点に移転するシ 式を導入した。




協力部品メーカーに対し， シャーシー，シートフレー 96年3月「新世代構造新車種間の部品共用化を柱と 系列部品メーカーに対して
付加価値の高い部品技術の ムなど大幅な部品共通化を 品開発」を発表した。部品 してきた開発・生産コスト 「マツダ依存率を50～60％
開発を要請。低コスト化の 捉進し，98年以降の新型メーカー間で調整・協力を 削減策を見直し，部品設計 程度まで落とすことが適当
96 一方で技術発展の継続も欠 車では30％の原価低減 前提として行い，部品を全 の抜本的見直しや，海外部 としており，部品輸入を積
かせないと判断，また部品 （94年比）を行う計画。96額で2／3，重量で3／4，コ品への切り替えに重点を移 極的に拡大していくことに年 メーカーの体質強化にもつ 年に入って，世界で最も安 ストバフオーマンスで2 す。共通化率50％の目標なる見込み。
に ながるとした。 い価格水準の実現を強調， 倍とするようなユニット化 値を廃止，97年の新型車 レッツゴー作戦ではマツダ? 95年年末までに今畿の部 グローバル最適調達方針を を目指す。 は40％弱を平均とし，そ のデザイソ・購買・設計部
け 品開発の方向性や求める技 揚げた。 の後も下げる方針。 品の部長クラスが5～20人術を詰め，協力部品メーカ 既存部品の共通化ではコス ほどでチームを編成し，部
て 一に示す考え。 ト削減に限界がある上，車 品メーカーを訪問し，相手
の 96年以降の中期課題とし 種の独立性を発揮しにくい 先のトップと共に材料・部
動 ．て，部品各社に「世界 ため。 品から生産・物流まで無駄? No．1の部品づくり」を目 96年以降の中期課題としの排除を徹底する。
標提示。 て，世界TOPレベルの
また，96年目標としては QCCD実現を揚げた。
画期的原価低減の具体化を
挙げている。
出所：FOURIN編「1996年　日本の自動車部品産業」FOURIN，1996年，22ページe
一58一
42）複社発注政策については，多くの研究者が関心を寄せてきた分野であるが，その具体的な例として，精緻な
　　実証研究でその機能と存在を明らかにした浅沼万里，複社発注政策の理論的な視点を与えた伊丹敬之，そし
　　て戦略性の存在を始めて認識した松井迩等々がその代表的な研究者として挙げられる。彼らの書物に関して
　　は次のものを参照。
　　浅沼万里／伊丹敬之編『競争と革新一日本自動車産業の企業成長』東洋経済新報社，1988年／松井　迩「自動
　　車工業における外注管理政策・『併注政策』の進展『階層的企業構造』（1）」，r立命館経営学』第24巻　第2
　　号，1985年．
43）トヨタ自動車ホームページ（http：www〃toyota．co．jp／Tomorrow／Tomorrow－j／newplan・j．htm1）
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